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第１章 経営の基本理念と基本方針

１ 経営計画策定の趣旨

（１）趣旨

群馬県の流域下水道は、昭和52年度の奥利根処理区の事業着手を皮切りに、平成10

年代にかけて集中的に施設を整備し、現在の２流域６処理区で整備、運営しています。

本県では、平成24年度に「群馬県下水道施設長寿命化計画」を策定し、施設の効果

的・効率的及び持続的な維持管理と更新費用の縮減及び平準化を進めています。また、

令和２年度から地方公営企業会計の一部を適用し、官公庁会計から公営企業会計に移

行することで、損益や資産などの経営の見える化に取り組んできたところです。

将来の県民に良好な環境を引き継ぐためには、生活環境の保全に取り組むとともに、

社会情勢の変化や流域下水道事業の課題に的確に対応していく必要があります。また、

本県では、将来に渡って安定した経営を行い、効率的・持続的なサービスを提供して

いくため、中長期的な経営の基本方針や投資・財政計画等を示す「群馬県流域下水道

経営計画」を令和２年度に策定しました。

なお、本県では、人口減少・超高齢化など社会的課題の解決と持続可能な地域づく

りに向けて、市町村、企業、大学、ＮＰＯ、県民等と連携してＳＤＧｓを推進するた

め、「ぐんまＳＤＧｓイニシアティブ」を発信しています。本計画を通じて、ＳＤＧ

ｓの目標６「すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する」の

ターゲット6.3「2030年までに、汚染の減少、投棄廃絶と有害な化学物や物質の放出

の最小化、未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模での大

幅な増加により、水質を改善する」に寄与するため、流域下水道事業の推進に取り組

んでいます。

（２）位置付け

本経営計画は、県土整備分野における最上位計画である「ぐんま・県土整備プラン

2020」、個別基本計画である「利根川流域別下水道整備総合計画」及び「群馬県汚水

処理計画」を踏まえて、今後の流域下水道事業における経営の根幹となる計画として

「群馬県下水道施設長寿命化計画」とともに個別実施計画として位置付けています。

（３）計画期間

中長期的な視点から経営基盤の強化に取り組むことができるよう、計画期間は令和

３年度から令和12年度までの10年間とします。

なお、今回の改定は、収入支出の見直しや単価制の導入等の当初計画策定後に変更

されている事項を一部見直ししているため、当初の計画期間とします。
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２ 現況と課題

（１）群馬県流域下水道事業の現況

本県では、昭和40年代以降に、都市及びその周辺地域における人口の増加と産業の

発展に伴い、増加した生活排水や産業排水により、水路や河川の水質が悪化しました。

また、山間部では、生活様式の変化などに伴い、河川などの水質が悪化してきました。

このような状況のなか、昭和45年に下水道法が改正され、新たに公共用水域の水質

保全が目的に加わり、併せて複数市町村にまたがる広域的な下水道として流域下水道

が創設されました。

本県でも、それまで前橋市を始めとする７市１町で公共下水道の整備が進められて

いました。しかし、流域単位で効率的に下水道を整備する目的で、昭和52年度に県内

第１号の流域下水道として沼田市、みなかみ町を処理対象区域とする奥利根処理区の

事業に着手しました。平成13年度に本県最後の流域下水道として着手した佐波処理区

も平成20年９月から供用開始しました。これらにより、現在、利根川上流流域の奥利

根及び県央処理区と東毛流域の桐生、西邑楽、新田及び佐波処理区の計２流域６処理

区の全処理区で供用しています（図１－１）。引き続き、流入量の増加などに合わせ

て、計画的に流域下水道の整備を進めていきます。

また、奥利根、県央、桐生及び西邑楽の４処理区では、包括的民間委託を活用して

管理運営しており、新田及び佐波の２処理区においては、新田処理区は太田市と、佐

波処理区は伊勢崎市との間で維持管理協定を締結した上で、当該市に管理運営を委託

しています。
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【図１－１ 群馬県下水道計画図】
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ア 流域下水道事業の整備状況

(ｱ) 群馬県全体の整備状況

本県では、利根川上流流域と東毛流域において、流域下水道の整備を進めていま

す。利根川上流流域では奥利根及び県央の２処理区、東毛流域では、桐生、西邑楽、

新田及び佐波の４処理区があります。

本県の流域下水道全体計画に対する整備状況は、幹線管渠延長で93.5％、処理場

の水処理能力で87.6％であり、現在、本県の流域下水道では、管路延長250.5ｋｍ、

処理場６箇所、中継ポンプ場９箇所を保有しています（表１－１）。

処理人口ベースの整備進捗率は、県平均で82.6％ですが、処理区により124.5～

31.7％と大きな差が生じています。

本県の汚水処理人口普及率※は、令和４年度末で84.2％と全国平均92.9％から

8.7ポイント低い状況です。また、下水道処理人口普及率※においても、56.4％と

全国平均81.0％から24.6ポイント低い（図１－２）ことから、区域見直しや下水道

未普及区域の早期解消が課題と認識しています。

また、事業着手が最も早い奥利根処理区では、昭和56年４月の供用開始から41年

が経過しており、今後、施設や設備の改築更新の増加が見込まれています。

【表１－１ 処理区別計画概要と整備状況】

計画 目標

区分 年度 面積※1 処理人口※2 進捗率 水量①※3 稼働率 系列数 能力② 整備率 延長 整備率

等 [ha] [人] (現況/計画) [m3/日] (①/②) [m3/日] (現況/計画) [km] (現有/計画) [億円]

奥利根 着手： Ｓ52 全体 R22 1,517 23,402 124.5% 13,096 - 3 17,700 120.3% 14.6 100.0% 231

供用： Ｓ56.4 事業 R7 1,388 29,720 98.0% 15,851 - 3 21,300 100.0% 14.6 100.0% 230

現況 1,145 29,128 - 11,766 55.2% 3 21,300 - 14.6 - 225

県央 着手： Ｓ53 全体 R22 18,833 529,700 94.2% 233,300 - 5 240,000 100.0% 146.7 97.0% 2,109

供用： Ｓ62.10 事業 R7 17,326 532,800 93.7% 233,100 - 5 240,000 100.0% 146.7 97.0% 1,621

現況 14,316 499,123 - 186,278 77.6% 5 240,000 - 142.3 - 1,547

西邑楽 着手： H2 全体 R22 2,229 72,880 52.9% 33,012 - 2.5 33,100 58.0% 21.4 90.7% 435

供用： H12.4 事業 R8 1,108 40,540 95.0% 18,073 - 1.5 19,200 100.0% 19.4 100.0% 290

現況 878 38,529 - 17,980 93.6% 1.5 19,200 - 19.4 - 270

桐生 着手： H3 全体 R22 2,623 56,390 106.4% 33,556 - 3 36,900 100.0% 28.1 92.0% 319

(Ｓ60.4) 供用： H7.4 事業 R7 2,477 61,670 97.3% 35,467 - 3 36,900 100.0% 28.1 92.0% 270

現況 1,827 59,975 - 23,901 64.8% 3 36,900 - 25.9 - 261

新田 着手： H3 全体 R22 1,776 57,244 52.6% 22,391 - 2.5 22,400 52.2% 27.6 75.1% 327

供用： H18.7 事業 R8 792 26,419 114.1% 10,402 - 2 17,920 65.3% 20.7 99.9% 211

現況 550 30,135 - 8,736 74.7% 1 11,700 - 20.7 - 206

佐波 着手： H13 全体 R22 2,397 90,120 31.7% 38,457 - 4 38,500 29.1% 29.4 93.9% 476

供用： H20.9 事業 R8 1,444 59,540 48.0% 24,422 - 2 24,500 45.7% 29.4 93.9% 281

現況 767 28,572 - 4,530 40.4% 1 11,200 - 27.6 - 268

合計 全体 29,375 829,736 82.6% 373,812 - - 388,600 87.6% 267.8 93.5% 3,897

事業 24,535 750,689 91.3% 337,315 - - 359,820 94.6% 259.0 96.7% 2,903

※着手は採択年度を示す。 現況 19,483 685,462 - 253,191 74.4% - 340,300 - 250.5 - 2,777

※2　処理人口 ：下水道処理人口（現況値はR4年度末時点）※1　処理区域面積 ： 下水道供用区域面積（現況値はR4年度末時点）
※3　処理水量(現況) ： R4年度中の晴天時の日最大処理水量

幹線管渠
事業費

令和６年３月現在　

処理区名等

処理区域(供用区域) 処理水量 処理施設
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【図１－２ 汚水処理人口普及率・下水道処理人口普及率】
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(ｲ) 各処理区の整備状況

各処理区の整備状況は、以下のとおりです。

ａ 奥利根処理区

現在の沼田市及びみなかみ町の２市町を対象に、県内初めての流域下水道とし

て昭和52年度から事業に着手し、昭和56年４月１日に奥利根水質浄化センターと

して供用を開始しました（図１－３）。

【図１－３ 奥利根処理区の概要】
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ｂ 県央処理区

現在の前橋市、高崎市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、吉岡町、玉村町、

榛東村及び甘楽町の10市町村を対象に、県内２番目の流域下水道として昭和53年

度から事業に着手し、昭和62年10月１日に県央水質浄化センターとして供用を開

始しました（図１－４）。

【図１－４ 県央処理区の概要】
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ｃ 桐生処理区

昭和60年度に桐生市公共下水道として供用開始した下水道施設は、平成７年４

月１日に流域下水道として群馬県へ移管されました。平成３年度から着手した施

設整備により、現在の桐生市及びみどり市を対象に平成９年４月１日から桐生水

質浄化センターとして供用を開始しました（図１－５）。

【図１－５ 桐生処理区の概要】
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ｄ 西邑楽処理区

太田市、千代田町、大泉町及び邑楽町の４市町を対象に、平成２年度から事業

に着手し、平成12年４月１日に西邑楽水質浄化センターとして供用を開始しまし

た（図１－６）。

【図１－６ 西邑楽処理区の概要】
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ｅ 新田処理区

現在の太田市を対象に、平成３年度から事業に着手し、平成18年７月１日に利

根備前島水質浄化センターとして供用を開始しました（図１－７）。

【図１－７ 新田処理区の概要】
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ｆ 佐波処理区

現在の伊勢崎市及び太田市の２市を対象に、平成13年度から事業に着手し、平

成20年９月17日に平塚水質浄化センターとして供用を開始しました（図１－８）。

【図１－８ 佐波処理区の概要】
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イ 流域下水道事業の運営状況

(ｱ) 民間活力の活用

本県では、平成20年４月から県が管理する奥利根、県央、桐生及び西邑楽処理区

において、それまで維持管理を委託していた下水道公社の解散に合わせて、維持管

理業務の包括的民間委託を導入しています。

包括的民間委託とは、運転管理や水質検査、薬品の調達、小規模の修繕などにつ

いて、性能発注による複数年契約をするもので、導入により次のような効果が期待

できます。

① 一括発注、複数年契約による経費の節減

② 民間事業者のノウハウの活用による管理水準の向上

③ 民間事業者の自由裁量による効率的な運転管理の実施

本県においても、導入前と比較して電気使用量の削減などによる維持管理費の削

減や放流水質の改善がみられるなど、包括的民間委託の仕組みが良好に機能してい

ると考えています（表１－２）。

【表１－２ 包括的民間委託導入の効果】

包括的民間委託導入の効果

導入前H17～H19(平均)と導入後H26～H28(平均)の比較

流入量あたりの維持管理費(円／㎥) 58.3 → 52.5（約10％削減）

流入量あたりの電気使用量(ｋWｈ／㎥) 0.45 → 0.38（約16％削減）

放流水のＢＯＤ※(mg/Ｌ) 3.3 → 2.1 （約36％削減）

(ｲ) 下水道資源の活用

処理場からは汚水処理過程で毎日大量の下水道汚泥が発生しますが、この下水道

汚泥も大切な資源であることから、個別に業者へ委託して肥料やセメントの原料な

どに100％有効利用しています。

(ｳ) 下水道施設の活用

本県では、３箇所の処理場において、建物や敷地のスペースを有効活用して太陽

光発電しています（表１－３）。

県央水質浄化センターでは、ＮＥＤＯ（国立研究開発法人 新エネルギー・産業

技術総合開発機構）との共同研究により、平成17年度から管理棟及び汚泥棟の屋上

を活用して太陽光発電設備を設置し、発電した電気は全量水質浄化センターで自家

消費し、施設の維持管理費を縮減しています。

西邑楽及び平塚水質浄化センターでも、それぞれ平成26年度と平成27年度から



- 13 -

下水処理施設の未利用地（将来増設用地等）に太陽光発電設備を設置して発電し、

全量を電気事業者に売電し、その収入を施設運営に役立てています（図１－９）。

【表１－３ 本県流域下水道における太陽光発電設備一覧】

【図１－９ 西邑楽太陽光発電設備の設置状況】

処理区 処理場 設置箇所 設置年度 定格出力 発電量実績(R1年度)
県央 県央水質浄化センター 屋上(管理棟、汚泥棟) H17 60.0kW(管理棟20kW＋汚泥棟40kW) 64,856kWh/年

西邑楽 西邑楽水質浄化センター 未利用地 H26 49.5kW 64,152kWh/年
佐波 平塚水質浄化センター 未利用地 H27 49.5kW 66,817kWh/年



- 14 -

(ｴ) 広域化への貢献

本県では、市町村が運営する農業集落排水やコミュニティプラント、し尿処理施

設などの汚水処理施設のうち、経済性や効率性の観点から他の汚水処理施設に統合

することが合理的で、一定の条件をクリアしたものを流域下水道に受け入れていま

す。これにより、広域化による市町村の汚水処理事業における経営改善に貢献して

います。

過去に流域下水道に統合した事例は、次のとおりです（図１－10）。

令和２年12月 田篠地区、桐渕地区、神田地区

コミュニティプラント（富岡市） → 県央処理区

令和２年４月 あずま東部農業集落排水施設（伊勢崎市） → 佐波処理区

令和４年３月 明野地区、新中野地区

コミュニティプラント（邑楽町） → 西邑楽処理区

令和４年４月 城南上野農業集落排水施設（甘楽町） → 県央処理区

令和５年２月 浜川農業集落排水施設（高崎市） → 県央処理区

令和５年４月 天引農業集落排水施設（甘楽町） → 県央処理区

令和５年１月 太田市新田クリーンセンター（太田市） → 新田処理区

令和５年１月 いずみ住宅団地

コミュニティプラント（太田市） → 新田処理区

【図１－10 広域化の事例】
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(ｵ) 住民への広報等

各処理場では、地域内外の方を問わず、希望者を対象とした処理場の見学会を随

時受け付けている他、県央水質浄化センターにおいては、９月10日の「下水道の日」

にあわせて処理場の見学会を実施しています（図１－11）。

また、「群馬県民の日」にあわせて実施される「ぐんまフェア」などのイベント

への出展（図１－12）や、平成29年８月から開始したカード型の下水道広報用パン

フレットである「マンホールカード※」（図１－13）の配布などを通じて、水環境

の大切さや汚水処理施設の重要性などについて、住民の理解が得られるよう工夫を

しながら啓発活動を実施しています。

【図１－11 施設見学会の様子】 【図１－12 広報の様子】

【図１－13 マンホールカード】
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ウ 流域下水道事業の経営状況

(ｱ) 組織

本県の組織は、県土整備部下水環境課及び下水道総合事務所により構成され、県

内市町村が実施する汚水処理事業への助言や調整を行うとともに、流域下水道事業

を運営しています（図１－14）。

【図１－14 組織体制】

(ｲ) 流域下水道事業の財源構成

流域下水道事業における財源は、国、県、流域関連市町村の負担により構成され

ています。

ａ 維持管理費

維持管理費は、現在、市町村負担金及び本県の一般会計繰出金で賄われていま

すが、うち一般会計繰出金は、一部を除いて国の定める繰出基準（一般会計繰出

基準※）に基づかないものであり、県費により賄われている状況にあります。

減価償却費※及び企業債の利息（いわゆる「資本費」）については、現在、本

県の一般会計繰出金で賄われており、うち約７割相当が国の地方交付税※措置の

対象として繰出基準に含まれておりますが、約３割相当は県費により賄われてい

る状況にあります。

桐生水質浄化センター

（農集排・浄化槽係）

※ （  ）は流域下水道事業に直接的に従事していない係を掲載している。

下水環境課
下水道管理係
財務係
流域下水道係

下水道総合事務所
（県央水質浄化センター）

総務係
計画調整係

西邑楽水質浄化センター

（計画係）

管理係
水質係
施設第一係
施設第二係
奥利根水質浄化センター
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ｂ 建設事業費

建設事業費については、国の交付金を活用しています。交付金は、管渠が事業

費の１／２、処理場が事業費の２／３又は１／２の補助があり、残りを県と関連

市町村が１／２ずつ負担しています（図１－15）。

建設事業に係る県負担分は企業債を借り入れており、一部については本県の一

般会計繰出金により賄われています。

【図１－15 建設事業の財源】

ｃ 費用負担の見直し

下水道事業は、地方公営企業法の適用の有無にかかわらず、公営企業※と位置

付けられており、本来、下水道を使用する受益者からの使用料収入を財源として

事業を行う独立採算制により経営するものとされています。しかしながら、本県

においては、下水道の整備に多額の初期投資を必要とすることから、受益者負担

（市町村負担金）を軽減してきました。しかし、今後は厳しい経営環境の中、流

域下水道事業の持続性を高めるため、受益者負担の原則に基づき、公営企業本来

の独立採算制による経営へとシフトしていくことが必要です。

(ｳ) 経営比較分析表※を活用した現状分析

本県では、流域下水道事業について、平成26年度から各公営企業の経営及び施設

の状況を表す主要な経営指標とその分析で構成される「経営比較分析表」を公表し

ています（図１－16）。

本県の流域下水道事業における「経営の健全性・効率性及び老朽化の分析結果」

は、次のとおりです。

なお、直近の経営比較分析表は平成30年度であり、公営企業会計適用前のものと

しています。

ａ 経営の健全性・効率性について

収益的収支比率については、100％以下ですが、総収益に地方債償還金の財源

である一般会計繰入金等が含まれておらず、これらを考慮すれば収支は、ほぼ

100％となり、均衡しています。

企業債残高対事業規模比率※については、類似団体※と比較して大きな数値と

管　渠

処理場

国 県 流域関連市町村

１/６(１/４) １/６(１/４)

１/４ １/４１/２

２/３(１/２)
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なります。しかし、要因としては、全６処理区のうち新田及び佐波処理区が、

供用開始から年数が経過しておらず償還が進んでいないこと及び全処理区におい

て資本費回収ができていないこと等があげられます。

汚水処理原価※については、類似団体と比較して30円程度高い状況です。また、

施設利用率については、類似団体と比較して10％以上低く、水洗化率※は88.0％

と類似団体平均94.0％よりも低い状況にあります。これは、主に一部処理区にお

いて、供用開始から年数が経過しておらず、市町村が実施する流域関連公共下水

道の整備が完了していないことや接続率が低い状況にあることが要因と考えられ

ます。

ｂ 老朽化の状況について

管渠改善率※については、管渠の更新時期が到来していないため、低い数値で

すが、類似団体も同様であり、現状では問題ないと考えています。

ｃ 分析総括

流域関連公共下水道整備が完了していないことと接続率の低さがあり、それが

各数値に大きな影響を与えていると考えられます。

老朽化については、更新時期の到来を見据え長寿命化計画により更新事業費の

平準化を図る必要があります。

関係市町村と協力して計画的に整備を進めるとともに、接続率の向上により有

収水量を増加させる必要があります。
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【図１－16 経営比較分析表】

(ｴ) 公営企業会計の適用

平成26年度に総務省は、下水道事業に地方公営企業法を適用し、公営企業会計に

移行することを要請しています。

本県においても、令和２年度から流域下水道事業に地方公営企業法の一部（財務

規定のみ）を適用し、官公庁会計から公営企業会計に移行しています。

これにより、貸借対照表や損益計算書などの財務諸表の作成等を通じて、自らの

経営・資産等を正確に把握できることから、更なる経営基盤の強化と財政マネジメ

ントの向上に努めていきます。
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（２）社会環境の変化と課題

ア 下水道整備進捗率の遅れ

(ｱ) 全国との比較

本県の令和４年度末時点の下水道整備進捗率は78.9％であり、全国平均92.9%に

対し、約14.0%の遅れが生じています。この要因は、人口一人あたりの投資事業費

が少ないため、下水道の整備が遅れていることにあると考えられます。

(ｲ) 県内単独公共下水道との比較

県内の令和４年度末時点の下水道整備進捗率は、単独公共下水道が94.1%に対し、

流域関連公共下水道は71.3%であり、約22.8%の遅れが生じています。この要因は、

流域下水道事業の着手が遅れたことによる下水道計画区域内の浄化槽設置を主因と

する未接続の増加のほか、計画時よりも人口減少スピードが加速したことなどが考

えられます。

イ 人口減少による有収水量の減少

(ｱ) 人口の推移と予測

本県の人口は、平成16年の約203万人をピークに減少に転じ、平成23年以降、年

間数千人規模で人口が減少しています。平成31年１月１日時点の県内人口は1,947,

197人、世帯数は799,366世帯となっています。

「日本の地域別将来推計人口平成30年推計（国立社会保障・人口問題研究所）」

によれば、本県の将来人口は令和27年で約155万人と推計されており、平成27年か

ら令和27年の30年間の人口減少率は約21％となっています（図１－17）。

流域下水道事業の対象地域においても、同様に人口減少は確実に進んでいくと見

込まれます。

【図１－17 総人口の将来推計】

(ｲ) 有収水量の推移と予測

有収水量については、近年伸びが鈍化しており、計画年度内はほぼ横ばいとなる
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ことが見込まれますが、今後の人口減少に伴い有収水量が減少に転じることが予想

されます（図１－18）。

このような厳しい経営環境が見込まれる中、流域下水道事業を健全かつ安定的に

経営していくためには、維持管理費の節減や投資の平準化、適正な維持管理負担金

単価の設定による収入の確保等が必要です。

【図１－18 有収水量の推移】

ウ 施設の老朽化への対応

(ｱ) 老朽化の現状及び改築更新の見通し

本県の流域下水道事業は、昭和50年台から段階的に事業着手し、現在では、２流

域６処理区で６箇所の水質浄化センター、９箇所のポンプ場、約250kmの管渠施設

を有しています。

国土交通省の調査では、管渠布設30年を経過すると陥没箇所数が増加する傾向が

確認されており、本県では布設後30年以上が経過した管渠は５年後に約70％となる

ため、改築費用の増加が懸念されます。

設備についても、標準耐用年数の15年を超えて老朽化が進行しているものが増加

しており、改築費用の増加が懸念されます。（図１－19）
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【図１－19 群馬県の年度別の管渠布設延長(km)】

(ｲ) ストックマネジメントの必要性

今後、老朽化が進む施設・設備の健全性を維持しつつ増大する改築更新費に対応

するためには、定期的な点検による施設健全度の把握する必要があります。その上

で、処理区全体を対象として、施設・設備毎にリスク評価値の大きさにより優先順

位をつけ、計画的な改築更新を行うことで、改築事業費の低減と平準化を図る「ス

トックマネジメント」を推進する必要があります。

そこで、本県では平成24年度に「群馬県下水道施設長寿命化計画（以下、長寿命

化計画という。）」を策定し、計画的に施設の改築・更新を進め、平成30年度及び

令和５年度に改定しました。

この計画に基づき、点検・調査や修繕・改築を行うことで適切に施設・設備の機

能を維持していくととともに、定期的に計画を見直ししていく必要があります。

エ 防災・減災対策

(ｱ) 施設の耐震化

下水道施設地震対策指針は、平成７年度発生した阪神淡路大震災を受けて平成９

年度に改定され、供用期間中に発生する確率は低いが大強度の地震（レベル２地震

動）が生じた場合においても、下水道施設の機能が維持できる耐震性能を確保する

こととなりました。

本県６処理区のうち、奥利根処理区、県央処理区、桐生処理区、西邑楽処理区の

４処理区については、新耐震基準（下水道施設の耐震対策指針）策定以前に建設し

た施設を有していることから耐震化を進めてきました。しかし、令和４年度末の施

設耐震化率は76.9％であり、今後も計画的に耐震化を進めていく必要があります。
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(ｲ) 施設の耐水化

近年、全国各地で豪雨等による水害が頻発し、甚大な被害が発生しています。令

和元年東日本台風では、河川氾濫等により多くの下水処理施設が浸水被害に遭い、

機能停止となり、住民の生活に多大な影響を与えました。このように、頻発化する

豪雨災害による下水道施設の機能停止を防ぐため、耐水化計画の策定とそれに基づ

く施設の耐水化を進めていく必要があります。

(ｳ) 危機管理体制の強化

下水道業務継続のため、大規模地震災害時においても、汚水処理の優先業務を中

断させず、例え中断しても許容される時間内に復旧する必要があります。

本県では、大規模地震発生時における危機管理体制強化のため、平成26年度に「群

馬県流域下水道ＢＣＰ※（事業継続計画）」を策定し、平成29年度には国の「下水

道ＢＣＰ策定マニュアル」の改訂を踏まえ、優先実施業務の明確化、事前対策及び

受援体制構築、訓練演習によるＰＤＣＡサイクル※の実施等にかかる改定を行いま

した。

また、令和２年度には、平成30年７月豪雨及び令和元年東日本台風による水害や

平成30年北海道胆振東部地震による大規模停電（ブラックアウト）を踏まえ、水害

対応及び長期停電対応にかかるＢＣＰの改定を行いました。今後も計画の実効性を

向上させるため、定期的に見直ししていく必要があります。

流域下水道では、被災時の迅速な点検や応急復旧対策等のために関係団体と協定

を締結するとともに、他都道府県と災害時の支援体制を構築しています。大規模な

地震が発生した場合には本県職員だけでの対応は困難であることから、関係団体と

の協定や他の都道府県からの支援体制を継続する必要があります。

ａ 災害時協定の締結内容

(a) 公益社団法人 日本下水道管路管理業協会

災害等による管路施設被災の際の管路調査やその他応急対策

(b) 群馬県計量協会環境部会

災害等の発生による水質分析等実施が困難な際の緊急分析

ｂ 災害時の支援体制

(a) 全国都道府県

大規模な災害で下水道施設が被災し、被災自治体だけでは対応が困難な場合

の都道府県を越えた広域的な下水道事業関係者の支援体制
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３ 経営の基本理念と基本方針

（１）基本理念

「将来の県民に良好な環境を引き継ぐための生活環境の保全と流域下水道事業の

安定経営」

下水道事業を取り巻く環境は、人口減少等により有収水量の減少が見込まれるなど

厳しい状況が想定されます。しかし、下水道は、良好な都市環境の形成と公衆衛生の

向上に寄与して公共用水域の水質保全に重要な役割を有する、住民生活に不可欠なラ

イフラインです。流域下水道は、将来の県民に良好な環境を引き継ぐためにも、計画

的・効率的な施設の更新や維持管理により、収支のバランスを図りながら、将来にわ

たって事業を安定的に継続する必要があります。

これらを踏まえ、本県の流域下水道事業の運営における基本理念を「将来の県民に

良好な環境を引き継ぐための生活環境の保全と流域下水道事業の安定経営」とします。

（２）基本方針

ア 安定した下水道サービスの提供

(ｱ) 普及率向上に向けた施設整備を実施するとともに、老朽化した施設の計画的な改

築更新を進め、下水道機能を適切に維持していきます。

(ｲ) 生活環境の改善及び公共用水域の水環境改善という下水道の基本的役割を着実に

果たし、ぐんまの生活環境の保全に取り組みます。

(ｳ) 環境負荷の少ない事業運営に努め、地球環境の保全に貢献します。

イ 安心・安全なまちづくりの推進

震災時においても下水道機能を維持できるよう施設の耐震化・耐水化を進めると

ともに、災害時の危機管理体制の強化に取り組みます。

ウ 経営基盤の強化

民間活力の活用や下水道資源の活用などにより経営の効率化を図るとともに、経

営状況の的確な把握により、安定的な財政運営を進めることで、経営基盤の強化に

取り組みます。
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第２章 主要施策の取組

１ 施策体系

基本方針に基づき、次のとおり施策を展開していきます（図２－１）。

【図２－１ 施策体系図】

【 主な取組 】  

(ウ) 下水道接続促進に向けた啓発・広報

イ 効率的な維持管理 (ア) 費用の節減
(イ) 広域化
(ウ) 不明水※対策

ア 施設の耐震化・耐水化 (ア) 管路の耐震化

イ 下水道施設の適切な改築更新 (ア) 長寿命化計画の策定・更新
(イ) 長寿命化計画に基づく適切な改築更新

ウ 公共用水域の水質保全 (ア) 放流水の適切な水質管理

エ 地球温暖化への対応 (ア) 再生可能エネルギーの利用推進

(イ) 温室効果ガス排出量削減への貢献

オ 住民理解の促進

【 基本方針・主要施策 】

（１）安定した下水道サービスの提供

ア 普及拡大及び接続の促進 (ア) 幹線管渠の整備

(イ) 水質浄化センターの整備

(ア) 施設見学会の実施
(イ) 各種イベントへの出展

（２）安心・安全なまちづくりの推進

(イ) その他の民間活力の活用

(イ) ポンプ場、水質浄化センターの耐震化
(ウ) ポンプ場、水質浄化センターの耐水化

イ 危機管理体制の強化 (ア) ＢＣＰ（事業継続計画）の策定・訓練

(イ) 関係団体との連携
(ウ) 雨天時浸入水対策

（３）経営基盤の強化

ア 民間活力の活用 (ア) 包括的民間委託の活用

(ウ) 技術力の向上

ウ 下水道資源の有効活用 (ア) 汚泥の有効活用

(イ) その他下水道資源の有効活用

エ 下水道施設の有効活用 (ア) 太陽光発電

オ 人材育成・技術の継承 (ア) 効率的な人員配置
(イ) 知識・技術の継承

(エ) 経営感覚の向上

カ 健全な財政運営 (ア) 経費負担の適正化
(イ) コストの縮減
(ウ) 企業債残高の縮減
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２ 主要施策と主な取組

（１）安定した下水道サービスの提供

ア 普及拡大及び接続の促進

(ｱ) 幹線管渠の整備

下水道未普及地域を解消し、汚水処理人口普及率を向上するため、東毛流域下水

道佐波処理区において平成29年度から着手している伊勢崎幹線の幹線管渠の整備を

令和８年度の完成に向けて引き続き推進します。

(ｲ) 水質浄化センターの整備

水質浄化センターの施設増設は、関連市町村の面整備計画と整合を図りながら流

入量予測を行った上で、施設稼働率や中長期的な将来予測を考慮しつつ、適切な時

期に経済的な方法で整備を進めます。

(ｳ) 下水道接続促進に向けた啓発・広報

下水道接続促進においては、ＦＭぐんまや群馬テレビ、ぐんま広報等のメディア

を活用したＰＲを引き続き推進します。

イ 下水道施設の適切な改築更新

(ｱ) 長寿命化計画の策定・更新

長寿命化計画の基本となるストックマネジメントはＰＤＣＡの実践によって継続

的に改善・向上に努める必要があることから、施設点検結果や改築実施状況を基に

計画を評価し、５年に１回を基本に計画を見直し、効率的・効果的な維持管理を図

ります。

(ｲ) 長寿命化計画に基づく適切な改築更新

下水道施設の機能を継続的に維持するために、長寿命化計画に基づく戦略的な点

検・維持管理・更新を実施し、更新費用に係るトータルコストの中長期的な縮減と

平準化を図ります（図２－２）。

【図２－２ 長寿命化計画によるコスト縮減と投資平準化】
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ウ 公共用水域の水質保全

(ｱ) 放流水の適切な水質管理

処理場から放流する処理水について、放流水質が計画放流水質（事業計画）以下

となるよう適切に管理することにより、良好な水環境の維持向上に努め、公共用水

域の水質保全に貢献します（表２－１）。

【表２－１ 各処理区における計画放流水質と放流水質(ＢＯＤ)】

エ 地球温暖化への対応

(ｱ) 再生可能エネルギーの利用推進

本県では、国のエネルギー政策や震災後の県民意識、社会情勢の変化を踏まえ、

本県の特性を活かした再生可能エネルギーの計画的な普及を推進するため、平成28

年３月に「群馬県再生可能エネルギー推進計画」を策定しています。

本計画において、内陸型気候で晴天の多い本県は、全国でも有数の日照時間を誇

っており、太陽光発電の推進は重要な施策と位置付けられています。

流域下水道事業においても、県央、西邑楽及び平塚水質浄化センターの３処理場

に設置している太陽光発電設備を適切に管理し、引き続き再生可能エネルギーであ

る太陽光発電による電気の自家消費や売電を行っていきます。

また、現在、排出される汚泥はセメント原料等に100％再利用していますが、さ

らに下水道は熱やバイオガスなどの多くの利用できる資源・エネルギーを有してい

ることから、下水道が有する資源やエネルギーの効果的な導入方法を積極的に検討

し、再生可能エネルギーの利活用を推進します（図２－３）。

(mg/L)
処理区 計画放流水質（事業計画） 放流水質（H30年度平均）
奥利根 15 3
県央 10 3
桐生 12 1
西邑楽 15 1
新田 12 3
佐波 15 2
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【図２－３ 再生可能エネルギーの利活用（イメージ）】

(ｲ) 温室効果ガス※排出量削減への貢献

東日本大震災後、エネルギー情勢が大きく変化したことから、国のエネルギー基

本計画と震災後の県民意識、社会情勢を踏まえて、本県では平成23年３月に策定し

た「群馬県地球温暖化対策実行計画2011-2020」に沿って、地球温暖化対策を進め

てきました。その後、2050年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣言」を実現するため、

令和３年３月に新たな計画を策定し、令和５年12月に一部改定しました。

本計画において、下水道処理施設は高効率型の機械設備等を導入し、温室効果ガ

スの排出削減を図ると位置付けられています。

そこで、設備更新時における省エネ機器の導入により電気使用量の抑制を図ると

ともに、太陽光発電による電気の自家消費や売電を行うことで、引き続き温室効果

ガス排出量削減に努めていきます。

オ 住民理解の促進

(ｱ) 施設見学会の実施

各処理場において、地域内外の方を問わず、希望者を対象とした処理場の見学会

を随時受け付けるとともに、県央水質浄化センターにおいては９月10日の「下水道

の日」にあわせて、処理場の見学会を実施することで、下水道への住民理解の促進

に努めていきます。

(ｲ) 各種イベントへの出展

群馬県民の日に合わせ、県内の文化・観光・物産・各団体の取組等をPRし群馬県

が持つ様々な魅力を再発見してもらう趣旨で開催される「群馬フェア」などのイベ

ントに積極的に出展し、下水道への住民理解の促進に努めていきます。
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（２）安心・安全なまちづくりの推進

ア 施設の耐震化・耐水化

(ｱ) 管路の耐震化

管路施設の耐震化については、管渠継手部の可とう化や液状化対策を実施し、平

成28年度末までに対策は完了しました。しかし、地震への対策を更に確実なものと

するため、軌道下や重要物流道路下などの重要箇所の管路耐震化状況を再点検する

とともに、管路耐震化状況のデータ整理の拡充に取り組みます。

(ｲ) ポンプ場、水質浄化センターの耐震化

今後も耐震対策が必要な奥利根、県央、桐生及び西邑楽の４処理区において、耐

震診断･設計を実施するとともに、機器更新の時期にあわせて計画的に耐震補強工

事を実施します。

(ｳ) ポンプ場、水質浄化センターの耐水化

令和２年５月の国土交通省通知に基づき、令和３年度までに被災時のリスクの大

きさや設備の重要度等を明らかにした「耐水化計画」を策定します。これに基づき、

５年程度で揚水機能の確保（受変電設備やポンプ設備等の耐水化）、その後の５年

程度で沈殿機能の確保（沈殿設備の耐水化）等を進めていきます。

イ 危機管理体制の強化

(ｱ) ＢＣＰ（業務継続計画）の策定・訓練

大規模地震及び水害発生時において迅速かつ的確に下水道業務が継続できるよ

う、群馬県流域下水道ＢＣＰに基づき、毎年度計画の見直し及び訓練を実施するこ

とにより、ＰＤＣＡサイクルの考えに基づいて、内容の拡充及び実効性の向上を目

指していきます。

新型インフルエンザや新型コロナウイルス等の感染性疾病流行時は、群馬県下水

道事業継続計画（新型インフルエンザ対応版）に基づき、下水道業務を継続します。

また、適宜内容の見直しや訓練を行うことにより、有事においても下水道業務を的

確に継続できる体制を構築します。

(ｲ) 関係団体との連携

被災時の迅速な点検や応急復旧対策のための関係団体との協定や他の都道府県と

の災害時の支援体制を継続することで、災害時における対応の強化を図ります。

(ｳ) 雨天時浸入水対策
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降雨の影響により流入量が増加した場合においても、下水処理を維持することが

できるよう、不明水対応マニュアルに基づき対応を行います。また、毎年度不明水

対応マニュアルに関する職員向けの説明会を実施し、必要に応じて訓練を実施する

ことで、危機管理体制の強化を図ります。なお、本マニュアルに基づいて対応した

際は、ＰＤＣＡサイクルの考えに基づいて、振り返りを行い、不明水対応マニュア

ルの内容の充実を図ります。

（３）経営基盤の強化

ア 民間活力の活用

(ｱ) 包括的民間委託の活用

県が管理する奥利根、県央、桐生及び西邑楽の各水質浄化センターにおいて、引

き続き包括的民間委託を活用することにより、効率的・効果的な維持管理や適切な

放流水質の維持に努めていきます。

(ｲ) その他の民間活力の活用

ＰＰＰ※／ＰＦＩ※手法については、下水処理施設の維持管理や改築更新時など

のタイミングにおいて、必要に応じて導入の可能性について検討していきます。

イ 効率的な維持管理

(ｱ) 費用の節減

処理場における包括的民間委託の活用を継続しつつ、引き続き維持管理の効率化

に努めます。

また、設備更新時における省エネ機器の導入により設備の高効率化を進め、電気

使用量の抑制を図ります。

(ｲ) 広域化

令和５年３月に策定した「群馬県汚水処理計画」において、人口減少社会を想定

し、汚水処理施設を流域下水道等に接続するなど、処理施設維持管理費の縮減に取

り組んでいくこととしており、「広域化・共同化計画」に同様の方針を盛り込みま

した。この方針に基づいて、引き続き施設の統廃合を進め、安定的な汚水処理体制

を構築していきます。

(ｳ) 不明水対策

不明水の増加は、処理場への負荷を増加させ、処理コストの増加を招くとともに、

マンホールからの溢水等の重大な事故を発生させる要因にもなります。

そのため、関係市町村と協力して不明水の調査及び下水道管やマンホールの老朽
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化対策、誤接続対策等を実施します。

ウ 下水道資源の有効活用

(ｱ) 汚泥の有効活用

下水道汚泥は貴重な資源として、肥料原料やセメント原料として今後も100％有

効利用していきます。

また、汚泥を安定して有効利用するために、複数の有効利用先を確保しリスク分

散を図るとともに、新たな利活用の可能性について検討します。

(ｲ) その他下水道資源の有効活用

下水汚泥以外の下水道資源の利用として、全国事例では下水及び下水処理水の熱

利用や、再生水の有効利用が展開されています。

これらの利用にあたっては、利用者のニーズや収益性などを考慮しつつ、新たな

利活用の可能性について検討します。

エ 下水道施設の有効活用

(ｱ) 太陽光発電

県央、西邑楽及び平塚の３水質浄化センターにおいて、引き続き建物や敷地のス

ペースを有効活用して、太陽光発電を実施していきます。

オ 人材育成・技術の継承

(ｱ) 効率的な人員配置

効率的な人員配置を行い、事業内容等の変化に応じ、継続的に人員配置を見直し

ます。

(ｲ) 知識・技術の継承

職場内研修（ＯＪＴ※）を促進し、経験豊富な職員が有している知識や技術の共

有化を図り、あわせて外部研修等も活用することで次世代に継承していきます。

(ｳ) 技術力の向上

職員を専門研修や全国の検討会などへ積極的に派遣し、安定的に水処理をしてい

くために、必要な技術の修得と技術力向上に努めます。

(ｴ) 経営感覚の向上

経理を担当する職員以外にも、複式簿記や公営企業会計に関する研修への参加を

促すとともに、職員を対象とした経営分析の説明会を開催し、組織全体として経営



- 32 -

感覚の向上に努めます。

カ 健全な財政運営

(ｱ) 経費負担の適正化

地方公営企業は、経済性の発揮と公共の福祉の増進を経営の基本原則とするもの

であり、その経営に要する経費は経営に伴う収入で実施する独立採算制が原則です。

これとともに下水道が担うべき事業の性質から、雨水公費・汚水私費を基本として、

総務省の一般会計繰出基準を踏まえた費用負担の適正化を検討し、一般会計からの

繰出金を抑制します。これとともに、税負担の公平性と受益者負担の原則に基づき

市町村を通じて受益者に適正な負担を求めることで、持続的な公営企業の運営を目

指します。

(ｲ) コストの縮減を図る

経営の安定化に向け、維持管理等の経費や設備等の更新コストの縮減に努めま

す。

(ｳ) 企業債残高の縮減

有利な補助金等の活用や自主財源となる資金の確保等により企業債発行額を抑制

し、企業債残高の縮減に努めます。
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（４）各取り組みにおける成果指標

実績値

R1 R7 R12

○安定した下水道サービスの提供

汚水処理人口普及率※ ％ 81.8 88.7 91.7(R9)

設備改築更新数 箇所(累計) － 28 56

管渠調査 km(累計) － 68 190

放流水質 ％ 100 100 100

年間処理水量 百万m3/年 74 74 76

広域化・共同化による施設統廃合数 施設(累計) 1 15 56

○安心・安全なまちづくりの推進

耐震化完了施設数 施設(累計) 35 40 43

○経営基盤の強化

下水汚泥リサイクル率 ％ 100 100 100

経常収支比率※ ％ 100 100 100

汚水処理原価 円/m3

奥利根：82.4
県 央：45.7
桐 生：67.1
西邑楽：103.5

奥利根：77.6
県 央：45.0
桐 生：67.6
西邑楽：95.1

奥利根：80.6
県 央：44.2
桐 生：66.9
西邑楽：94.0

企業債（建設事業債）残高 億円 193 154 135

目標値
単位
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第３章 投資計画・財政収支計画

１ 施設整備及び維持管理方針

・流入量の伸びに応じた段階的な施設整備を適切な時期に行います。

・長寿命化計画に基づく計画的な施設の更新、点検、調査、修繕、改築と適切な維持

管理を推進します。

・震災時に下水道機能を維持する施設の耐震化・耐水化を進めます。

・民間活力を活用した効率的な維持管理や省エネ機器の導入などにより、コスト縮減

を図ります。

・目標の水質を維持する適切な維持管理を推進します。
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３ 財政収支計画

（１）収益的収入※の考え方

営業収益として、関連市町村からの流域下水道に係る維持管理負担金及び太陽光

発電の売電収入を現行の算出方法に基づき計上します。

営業外収益として、国庫補助金、他会計補助金、長期前受金戻入等を計上します。

長期前受金戻入は、その年度の減価償却費に対する国交付金、市町村負担金相当

額を計上しています。

（２）収益的支出※の考え方

施設の老朽化に伴い修繕費等は近年増加していることから、計画的な点検・修繕

等の実施により経費を縮減し、維持管理費の増加を極力抑制するよう計画します。

減価償却費については、定額法で算出しています。

（３）資本的収入※の考え方

投資計画に基づく企業債、国庫補助金、他会計出資金、工事費負担金を計上して

います。

（４）資本的支出※の考え方

建設改良費は、長寿命化計画に基づく更新施設の設計業務委託及び工事を進める

とともに、新設施設としては、伊勢崎幹線の管渠築造工事等を進めています。
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（５）見直しの背景（令和５年度）

ア 電力価格の高騰

世界情勢や円安等の影響により、令和４年２月頃から急激に高騰し、電力平均

価格は令和３年12月から１年で約1.8倍上昇しました。

【図３－１ 電力価格の高騰】

イ 労務費・物品費の上昇

労働人口の減少やウクライナ戦況等により、年々上昇傾向であり、電工労務費

は、直近３年で約1.1倍上昇しました。

ウ 運営費を圧迫

下水道の処理には大量の電力を利用します。適切に維持管理するには、管理す

る労務費のほか、補修費や薬品等の物品費が必要です。しかし、電気代と労務費

・物品費が運営費の約８割もあり、通常の施設運営へ大きな影響を与えた。

（６）見直しの内容（令和５年度）

ア 収入・支出の見直し

支出は電力価格の高騰や労務費の上昇を踏まえて再算定し、収入は流域下水道

を構成する市町村による負担金を再算定し、支出に見合う額を確保し、収支バラ

ンスのある安定経営を目指します。

イ 単価制導入を反映

見直し前の計画では、市町村が徴収した下水道料金の一部を流域下水道の維持

管理費に合わせて、精算制で負担していた。しかし、令和３年度からは、市町村

との合意の上、単価制を導入している。
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（７）見直しのポイント（令和５年度）

ア 収益的支出

・令和２年３月策定時に比べ、上昇した電気代や労務費等の高騰分を反映

・人件費の圧縮や下水道施設の維持管理費を縮減

・適正な点検により、修繕費を縮減

【図３－２ 収益的支出】

イ 収益的収入

・単価制の導入及び単価改定により、経営安定化に必要な収入を計画に反映

・施設の稼働に必要な市町村負担額について、市町村の承認を得ている

【図３－３ 収益的収入】
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第４章 進行管理

１ 計画の進捗管理

経営の効率化を図り、安定的な事業経営を行うため、ＰＤＣＡサイクルによる進行管

理を行い、経営計画の実行性を確保するとともに、事業実施において問題点を把握しな

がら改善を図っていきます（図４－１）。

【図４－１ ＰＤＣＡサイクルによる進行管理】

２ 計画の見直し

当該経営計画は、中長期視点から経営基盤の強化を図ることとし、10年間の取り組む

べき施策や投資・財政計画を定めていますが、流域下水道事業を取り巻く情勢の変化や

新たな課題に対応するため、５年で見直しを行います。

また、進行管理により新たに生じた重要な改善や方針、施策の大幅な変更により経営

計画の修正が必要な場合は、随時見直しを行います。

Plan Do

CheckAction

経営計画策定

施策・計画の
見直し

進捗実績の
評価

施策の実行
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